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1．はじめに  

「広告」とは広告出稿主が商品・サービスやアイディア  

について特別の意図を持ち人に伝えようとする行為であ  

る・従来，広告媒体としてはテレビ，ラジオ，新聞，雑誌が  

主要な4媒体といわれている．これまで広告分析は個別  

広告キャンペーンごとに，広告目的，ターゲット，商品特  

性を詳細に検討して広告計画の段階で，出稿先媒体，スケ  

ジュー ル，コピーなど決定が行われ，広告効果は事後的に  

認知率などを用いて検証される．本報告では同じコンパ  

クトカーというカテゴリーに属する銘柄を例に，広告出  

稿について利用媒体や広告金額などから，それぞれの銘  

柄がターゲットとした消費者カテゴリー，出稿のタイミ  

ングや販売台数などを分析し，広告の効率性について検  

討した．  

2．利用した広告出稿統計データ  

本報告で用いたデータはエム。アール。エス広告調査  

株式会社によって収集されたMRS広告出稿統計である．  

MR5広告机稿統計は各出稿ごとに時系列で記録され，15  

アイテム（媒体名，広告出稿主，分類，銘柄名，年月，地区タ  

イプ，局名，C丸4タイプ，掲載タイプ，秒段頁，本数，GRP，15  

秒換算GRP，Hj稿料金）から構成される．データに記録  

された出稿料金は正価料金であるが，本分析では聞き取  

り調査をもとに欝Ⅲした実勢料金を用いた．またMRS  

広告Ⅲ稿データは新聞・雑誌は全国紙・地方紙・専門紙  

など主要な新聞・雑誌への＝稿が記録されているが，テ  

レビ・ラジオは東阪名の3地域のデータとなっているの  

で，印刷媒体への出稿が大きめに算出される可能性があ  

る．  

ここでは近年最も競争の激しい商品カテゴリーである  

「コンパクトカー」を取り上げ、1997年度～2000年度の  

4年間の4企業7銘柄の広告用稿の拙稿媒体，出稿先と  

別途入手した月別販売台数川を用いて分析を行った．   

3．広告出稿分析  

企業別月別総出稿金額（実勢）  

閑1に1997年4月から2001年3月までの各企業ごとの  

広告出稿実勢料金を示す．各企其の広告出稿額は数ヶ月  

単位の周期がある．また前月と比べ極端に出稿料金が多  

い月（例：1998年2月A祉）は新車の導入やモデルチェ  

宇野斉  UNOHitoshi   

ンジが行われた月である．月別で見ると，最も新車が売  

れる3月を前にする2月が各社とも最も広告出稿が多い．  
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図1．媒体別広告費  

銘柄別出稿金亜比率  

表1に各銘柄別広告拙稿金額（1997年度～2000年度）  

媒体利用比率を示す．どの銘柄も媒体ではテレビが最も  

重要な媒体であり，新聞・雑誌媒体の利用は銘柄により  

異なる．またラジオ出稿の有無は企業で異なる．  

衷1・媒体別出稿比率（4年間）  

新 聞  13．2％  9．0％  16．1％  14．2％  5．1％  26．8％  20．2％   企業名  A社    B  社  C社  D社  ブランド名  N  0  P  Q  R  S  T  テレビ  73．0％  75．6％  66．5％  77．2％  81．3％  66．7％  72．0％  ラジオ  3．5％  3．9％  4．3％  1．7％  1．7％  0．3％  1．1％                   雑 誌  10．3％  11．5％  13．0％  6．9％  11．9％  6．2％  6．了％   
出稿先とターゲットセグメント  

雑誌は4媒体のrIlで最も購読者の年齢・性別・趣味など  

の属性が絞り込みやすい媒体である．MRS出稿データ  

での出稿先雑誌名から，各広告のターゲットがおおよそ  

わかる・図2にÅ祉銘柄N，B社銘柄Q，D社銘柄Tにつ  

いて，広告を掲載した雑誌を購読者の年齢層，男女比率を  

セグメントに分類し，Z軸にセグメントごとの総出稿金額  

をとって示す．この固からコンパクトカーと呼ばれるカ  

テゴリーの碑であっても訴求する年齢層，性別はかなり  

異なることがわかる．例えばA社の銘柄Nは明らかに  
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図2．A杜銘柄N，B杜銘柄Q，D社銘柄Tのターゲット  

主要なターゲットをFl（女性20－34才）にした雑誌に出  

稿している．ただし一方で年配の男性をターゲットとす  

る雑誌にも最は少ないが出稿し，このセグメントもター  

ゲットとなっていることが伺える．B社の銘柄Qは明ら  

かに若い男性をターゲットにしている．D祉の銘柄Tの  

出稿を銘柄Nと比較すると，同じカテゴリーに複数の銘  

柄を有する企業と1つしかない企業では，出稿先の広が  

りが明らかに異なる．  

4．広告の効率性  

広告の効率性として，まず【1】にある販売台数に如し投  

入された広告費用を考え，1台当たりの広告費を算出し表  

2に示す．市1台に投入された広告費は銘柄による轟が  

あり，D社銘柄Tは他の銘柄と比較して1台当たりの広  

告費が2倍以上費やしていることがわかる．  

表2．広告投入艮に対する効率性  

D効率的な活動は銘柄N，0，Q，Rに対し，非効率的な活  

動は銘柄P，Tである．特にD社銘柄Tは銘柄N，0，Q，R  

の26％の効率となっている． 

イト（テレビ叫，ラジオγ2，新聞u3，雑誌γ4）から多く  

の銘柄が新聞広告費用に対して高く評価していることが  

わかる．紙面の都合上詳細な分析は省略するが，多額な  

広告費用を投入しなく七もすでに十分な認知を得ている  

ような銘柄は広告効率性が高い評価になっている．   

5．今後の課題  

本研究では，1997年度から2000年度までの広告出稿統  

計データの中からコンパクトカー，4企業7ブランドの広  

告媒体利用を分析した．その結果，同カテゴリーであっ  

ても企業ごと・ブランドごとに媒体の選択やターゲット  

が異なり，特徴ある広告出稿をしていることがわかった．  

ただしこの特徴がコンパクトカー以外のカテゴリーでも  

同様か，他のカテゴリー・銘柄に拡張して確かめたいと  

考えている．また販売台数に対する広告費の効率性では，  

同じコンパクトカーに複数の銘柄を有する企業とそうで  

ない企業，すでにロングセラーになるような銘柄を持っ  

ている企業かどうか，などの事情により異なっているこ  

とがわかった．今後は広告投入量と販売台数の間の関係  

や，広告スケジュールの関係についてさらに分析してみ  

たいと考えている．  

正英名   
ブランド名   N  0  P   

A杜  

Q  R  S  丁   
E拝土  C亨土  房士  

販売裁（手合）  36．3  17．8  1し3  ：文）．2  詑6  14．8  19．5   

援軍車体価瀾   114．5  119．5  129．8  119．8  1C5．0  119．8  114．5   
（万円）  

広告実勢料金   7．494：  4，959  2．830  7，188  4，∝詑  2．817  10，（p9   
（百万円）  

1台当りの広 （  犯644  27．957  25′0：8  23．8CO  14．8‘11  19．研6  51一：貯0   
吾責円）  

売上に占める  
広告葺の割合  1．8又  2．3首  1．9X   

表3．ブランド別効率性比較（包絡分析法による）  

企粟名  A    8   D  ブラン「  N  0  P  Q  R  T  U  6．56E－06  ト（：旧E－05  9．4FO6  ト†7E一肪  ト66E－05  5．93E－C栢  Vl  3．44E－（婚  5．65E－06  4．87E－06  1．35∈－05  5，88E－06  6．94E－C6  戒  3．79E－08  5．46E－08  4．83E－06  3．79巨－08  3．了9E－08  0  v3  ト07E－05  2．01E－05  1．75E－05  0  2．17E－C6  0  v4  2．38E－06  0  1．93E－0了  6．72巨－07  2．了3E－05  0  D効宰  】．CO  1．00  0．93  ト00  1．CO  0．26   
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